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３．管轄区域案と施設の適正配置案 

３－１ 関係機関の管轄の整理 

児童相談所の管轄区域の再編にあたっては、関係機関との連絡体制等に留意する必要があるこ
とから、関係機関の管轄と可能な限り対応することが望ましいと考えられる。 

ここでは、関係機関の管轄について整理する。 
 
（１）警察署 

多摩地域における警察署は、20 か所の設置となっている。 
警察署ごとの管轄をみると、八王子市のように、1 市に複数の警察署が設置されているケース

があるほか、あきる野市のように 1 つの市を 2 つの警察署が管轄している例がある。 
また、 川、東 和、  井、 無、東村 、調布、 梅、五 市、福 多摩中央の各警察署

は、1 つの警察署で複数市町村を管轄しており、これらを考慮した管轄区域の設定が求められる。 
それぞれの管轄エリアについて、整理すると以下となる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-１ 多摩地域の各警察署の管轄区域 
 

また、参考として、各警察署の管轄区域内の人口について、2020 年（令和 2 年）と 2050 年（令
和 32 年）についてみると、八王子市（八王子署他）において、2020 年時点で 50 万人を超えて
いるほか、30 万人超となっている警察署もあることから、これらの状況を踏まえて、管轄区域を
設定する必要がある。 
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表３-１ 多摩地域の各警察の管轄区域 

管轄市町村 （一部管轄） 昭島 立川 東大和 府中 小金井 田無 小平 東村山 武蔵野 三鷹 調布 五日市 福生 八王子 高尾 南大沢 町田 日野 多摩中央
立川

立川市 立川 東大和 ◎ 〇
◎

昭島市 昭島 ◎
国立市 立川 ◎
福生市 福生 ◎
羽村市 福生 ◎

あきる野市 五日市 福生 ◎ ◎
瑞穂町 福生 ◎

日の出町 五日市 ◎
檜原村 五日市 ◎

奥多摩町 ◎
杉並

武蔵野市 武蔵野 ◎
三鷹市 三鷹 ◎

小平
小金井市 小金井 ◎
小平市 小平 ◎

東村山市 東村山 ◎
国分寺市 小金井 ◎
東大和市 東大和 ◎
清瀬市 東村山 ◎

東久留米市 田無 ◎
武蔵村山市 東大和 ◎

田無 ◎
八王子

八王子市 八王子 高尾 南大沢 ◎ ◎ ◎
町田市 町田 南大沢 〇 ◎
日野市 日野 ◎

多摩
府中市 府中 ◎
調布市 調布 ◎
狛江市 調布 ◎
多摩市 多摩中央 ◎
稲城市 多摩中央 ◎

※太字市町村は、現在の児童相談所設置市町村

2020 113,949 260,711 154,730 262,790 255,316 322,659 198,739 228,023 150,149 195,391 327,386 138,285 98,253 221,797 579,355 431,079 190,435 240,102
2050 95,555 254,081 138,884 248,209 247,300 302,786 185,773 217,731 142,464 197,094 323,897 101,064 78,889 160,389 472,908 374,430 180,804 211,131※◎で分類

児童相談所 管轄警察署所轄警察署

管轄人口

 
 
注）本表の管轄人口については、あきる野市が福生署と五日市署の管轄区域に分かれているため、管轄人口としては、両警察署に重複計上されている。 
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（２）保健所・福祉事務所 
多摩地域における保健所は、7 か所の設置となっている。 
設置場所としては、 梅市（ 多摩）、多摩市（南多摩）、 川市（多摩 川）、府中市（多摩府

中）、小平市（多摩小平）、八王子市、町田市となっている。 
それぞれの管轄エリアについて、整理すると以下となる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-２ 多摩地域の各保健所の管轄区域 
 

なお、福祉事務所は、各市に設置されている他、 多摩福祉事務所が 梅市にあり、 多摩郡
の 4 町村（瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多摩町）を管轄している。 
 
 児童相談所の管轄の 直しにあたっては、管轄 治体数や管轄人口を踏まえながら、これらの
管轄区域の設定状況も参考とする。 
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３－２ 児童相談所ごとの移動利便性 

次に、児童相談所の管轄区域内の移動利便性について整理する。 
ここでは、児童相談所と管轄区域内の各市町村への移動にかかる所要時間を整理する。 
所要時間の算出は、各児童相談所と市町村の代表地点として市町村役場までの所要時間を算出

するものとした。 
また、移動手段は公共交通機関を利 するものとして、次ページのルートで算定している。 
算定結果について、以下に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-３ 多摩地域の各市町村からの児童相談所までの所要時間 
 

なお、多摩地域においては、多摩都市モノレールの延伸計画（上北台 箱根ヶ崎）が、平成 28
年の交通政策審議会の答申の中で、「事業化に向けて関係地方公共団体・鉄道事業者等において、
具体的な調整を進めるべき区間」とされており、モノレール延伸により、武蔵村山市等において
は、 川市  へのアクセス性が向上する予定となっている。 
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表３-２ 多摩地域各市町村から児童相談所までの所要時間 

管轄市町村 所要時間
立川

立川市 立川 14 立川市 → バス → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
立川 47 → 徒歩 → → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

昭島市 立川 28 昭島市 → バス → 昭島駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
国立市 立川 18 国立市 → バス → 国立駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
福生市 立川 35 福生市 → 徒歩 → 福生駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
羽村市 立川 48 羽村市 → 徒歩 → 羽村駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

あきる野市 立川 47 あきる野市 → 徒歩 → 秋川駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
瑞穂町 立川 52 瑞穂町 → 徒歩 → 箱根ヶ崎駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

日の出町 立川 57 日の出町 → バス → 秋川駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
檜原村 立川 75 檜原村 → バス → 武蔵五日市駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

奥多摩町 立川 80 奥多摩町 → 徒歩 → 奥多摩駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
杉並

武蔵野市 杉並 28 武蔵野市 → バス → 三鷹駅 → 鉄道 → 荻窪駅 → 徒歩 → 杉並児童相談所
（小平） 22 武蔵野市 → バス → 武蔵関駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所

三鷹市 杉並 28 三鷹市 → バス → 三鷹駅 → 鉄道 → 荻窪駅 → 徒歩 → 杉並児童相談所
（立川） 39 三鷹市 → バス → 三鷹駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

小平
小金井市 立川 29 小金井市 → 徒歩 → 武蔵小金井駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

小平 35 小金井市 → 徒歩 → 武蔵小金井駅 → 鉄道 → 国分寺駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所
小平市 小平 20 小平市 → 徒歩 → → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所

東村山市 小平 22 東村山市 → 徒歩 → 久米川 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所
国分寺市 立川 22 国分寺市 → 徒歩 → 恋ヶ窪駅 → 鉄道 → 国分寺駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

小平 25 国分寺市 → 徒歩 → 恋ヶ窪駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所
東大和市 小平 31 東大和市 → 徒歩 → 東大和市駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所

立川 32 東大和市 → 徒歩 → 上北台駅 → モノレール → 立川南 → 徒歩 → 立川児童相談所
清瀬市 小平 33 清瀬市 → バス → 清瀬駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

東久留米市 小平 21 東久留米市 → バス → （バス） → 徒歩 → 小平児童相談所
小平 35 東久留米市 → 徒歩 → 東久留米駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 小平児童相談所

武蔵村山市 立川 39 武蔵村山市 → バス → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所
小平 46 武蔵村山市 → バス → 東大和市駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → 小平児童相談所
小平 16 → 徒歩 → 田無駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → （田無庁舎で算定） 小平児童相談所
小平 30 → バス → 田無駅 → 鉄道 → 花小金井駅 → 徒歩 → （保谷庁舎で算定） 小平児童相談所

八王子
八王子市 八王子 20 八王子市 → バス → → 徒歩 → 八王子児童相談所
町田市 多摩 39 町田市 → 徒歩 → 町田駅 → 鉄道 → 新百合ヶ丘駅 → 鉄道 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所

八王子 50 町田市 → 徒歩 → 町田駅 → 鉄道 → → 徒歩 → 八王子児童相談所
日野市 立川 27 日野市 → 徒歩 → 日野駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

多摩 39 日野市 → バス → 高幡不動駅 → モノレール → 多摩センター駅 → 鉄道 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所
八王子 42 日野市 → 徒歩 → 日野駅 → 鉄道 → → 徒歩 → 八王子児童相談所

多摩
府中市 立川 25 府中市 → 徒歩 → 府中本町駅 → 鉄道 → 立川駅 → 徒歩 → 立川児童相談所

多摩 34 府中市 → 徒歩 → 府中本町駅 → 鉄道 → 稲田堤駅 → 鉄道 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所
調布市 多摩 31 調布市 → 徒歩 → 調布駅 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所
狛江市 多摩 35 狛江市 → 徒歩 → 狛江駅 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所
多摩市 多摩 16 多摩市 → バス → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所
稲城市 多摩 26 稲城市 → 徒歩 → 稲城駅 → 鉄道 → 永山駅 → 徒歩 → 多摩児童相談所

※太字市町村は、現在の児童相談所設置市町村

児童相談所 最寄りの児童相談所 移動経路の概要
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■多摩地域移動時間

ＪＲ八高線
14分

立川バス・都営バス 13分

徒歩 4分 徒歩 17分

徒歩 10分 10分 7分

25分

40分

30分 徒歩 10分
徒歩 3分

6分
6分

徒歩 徒歩 徒歩

10分 3分 5分
20分

6分 12分 5分 3分 3分 5分 10分 15分

徒歩 9分
6分 小田急バス・京王バス

15分
20分

10分 25分

15分 5分

徒歩 5分
2分

11分 12分 徒歩 3分

6分

徒歩 15分
16分 6分

6分
徒歩 10分

至 海老名 至 唐木田
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凡例
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徒歩 5分
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府中市
ＪＲ南武線

ＪＲ南武線

稲城市

稲城

徒歩 7分

武蔵境
ＪＲ中央線

8分
ＪＲ中央線

2分
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ＪＲ南武線

徒歩
7分

立川バス 6分

京王線 特急
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小田急多摩線
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8分
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10分
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町田市

箱根ヶ崎
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バス
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図 ３-４ 多摩地域の公共交通機関での移動所要時間（関連路線のみ抜粋） 
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３－３ 児童相談所の管轄区域 直しに向けた要望 

児童相談所の管轄区域の 直しに向けて、市町村の意向・要望等について整理する。 
ここでは、令和 4 年 6  に実施している市町村アンケート結果から、管轄区域 直しに関する

意向・要望等を整理するものとした。 
 

（１）市町村アンケート 
市町村アンケートにおける意 としては、以下の通りとなっている。 
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表３-３ 市町村アンケートにおける児童相談所の管轄区域見直しに関する意見 

市町村 必要性 意見

立川
立川市 あり 対応範囲が広すぎることもあり、児童福祉司が多忙を極め、連携がとりにくいことが散見されるため

あり
相談ケースが増加している。児相の人材不足も要因してか、逆送致なども非常に増えている状況であり、１管轄区域の対象人数の見直しも必要と考
える。

昭島市 あり 管轄エリアが広大なので担当福祉司を捕まえることが困難。
国立市 なし 近隣市にあるため現状のままで問題ないため。 人口規模の指標だけではなく、対象エリアの範囲も考慮すべき点ではあるかと思います。

福生市 あり
立川児童相談所は広域にわたる地域を担当しているため、１時間以上かかってしまうこともあり、迅速な対応や関係機関との緊密な連携には支障が
ある。

羽村市 あり
あきる野市 あり 児相まで距離的な問題があるので、迅速な対応や緊密な連携に支障がある。

瑞穂町 あり 迅速な対応や関係機関との緊密な連携に支障がある。

日の出町 あり
管轄人口が100万人を超える児童相談所は、管轄区域の変更や新設による区域分割などの対応が必要とあるが、立川児童相談所の管轄する区域は広範
囲のため、地理的条件、交通事情その他の社会的条件を考慮して設置を検討していただきたい。

檜原村 なし 現状において相談件数等が少ないため

奥多摩町 あり
立川児童相談所は、管轄人口が75万人であるが、区域が広いことから、対応が遅れる事が懸念されるため。また以前とは異なり、都心等からの移住
により問題のある家庭が増加している。

奥多摩町でも年々虐待対応件数が増加し、重いケースも増えてきており対応に苦慮している。児童相談所の協力や、さらなる連携が必要だが奥多摩

杉並
武蔵野市 あり 現在の杉並児童相談所の管轄区域は、杉並区、三鷹市及び本市であるが、杉並区が独自に児童相談所を設置する予定と伺っているため。 本市の区域内に設置してほしい。

三鷹市 あり
杉並児童相談所は区と市を管轄しているが、区と市では人口も基礎自治体の体制も大きく異なるため、一つの児童相談所では区のみまたは市のみを
管轄するようにした方がよいのではないか。

小平

小金井市 なし 連携に困ることがないため
今後、区域変更を実施する方向となった場合、関係が良好だと、児相ごとの雰囲気や対応が変わることに懸念があります。(各児相で市町村との連携
方法が異なるようなので)変更することで、メリットがある形で対応いただきたいと思います。

小平市 なし 所管児童相談所は市内にあり公共交通等でのアクセスも不便を感じていないため なし

東村山市 なし 地理的条件や交通事情等には不都合がないです。
当市に関しては、現状の管轄区域で地理的条件や交通事情等に特段の不都合はないため、児童養護の業務に支障をきたすことがあるとすれば、児童
相談所の体制による影響が大きいものと考えます。本アンケートの趣旨とは異なるとは存じますが、児童虐待防止対策体制総合強化プラン(新プラ
ン)において、児童相談所の管轄人口当たり児童福祉司配置基準の見直しがなされていることに基づき増員を行い、適切な配置をお願いいたします。

国分寺市 あり
児童相談所と子ども家庭支援センターが連携して動く際に、双方で移動時間を要することや,管轄人口が多いことに起因してか,児童相談所の担当者と
電話でも連絡がつながりづらく,速やかな対応ができないため。

管轄人口や地理的条件，交通事情に課題があると，ケース対応に支障があるため，管轄区域の見直しについて検討してほしい。

東大和市 あり
合の負担軽減にもなる。

清瀬市 あり 政令、それに係る通知による人口の配置基準を上回っている状況にあるため 基準に則した児相の設置を要望したい。

東久留米市 なし 東久留米市子ども家庭支援センターは、小平児童相談所に近い距離にあるため。
東京都小平児童相談所は、９市を管轄しているが、将来、児童相談所が増設されて、児童相談所の管轄の数が減少し、児相の負担が軽減出来る事が
理想である。

武蔵村山市 あり 迅速かつ適切なケース対応に支障があるため。 多摩地区においても、東京都保健所と同等の担当圏域とすることが、地理的課題に加え、衛生部門との連携の観点からも適切であると思われる。
なし

八王子
八王子市 なし 八王子児童相談所が本市内に所在しており、適切な連携が図られていると考えるため。 児童相談所が管轄区域を設定する際、市域を分割されてしまうと連携に支障が出てしまう。

町田市 あり 人口は43万人を超えており、虐待相談件数は増加の一途をたどっています。虐待の早期発見、専門性の高い判断で即時対応するためにも児童相談所
の設置が必要です。

した。
町田市としても、児童相談所の町田市内設置を希望するとともに、設置場所の提案等の協力を行っていきたいと考えております。

日野市 あり 管轄人口が118万人もいて、広域のため。
多摩

府中市 なし 狛江市が新たに入ったが特に混乱はない。課題はあるが現状対応できている。

調布市 その他
市の業務については，定期連絡会・児相ケースへの面接室の貸し出し等の取組により地理的条件や交通事情等の課題を解消すべく対応している。
多摩児童相談所は管轄人口が８０万人と極端に多いわけではないが，困難を抱える子どもへのきめ細かな対応を考慮した場合，管轄人口が５０万人
以下になるよう更なる検討をお願いしたい。

調布市には３つの児童養護施設が所在しており、児童養護施設は、児童相談所と連携して対応することが多いため、調布市内への児童相談所の設置
を要望している。
また、仮に三鷹市・武蔵野市等に都児相が設置され、同じ管轄区域になった場合,距離は近くても南北の交通の便が悪い
以上２点から、多摩児童相談所の管轄区域の見直し（再編）がある場合は、調布市内に都児相の設置をすることを検討していただきたい。

狛江市 その他
令和２年度までの所管児童相談所である世田谷児童相談所に比べ、多摩児童相談所は地理的距離があり課題があると考えるが、見直しの必要性は判
断できない。

多摩市 その他
現状、当市は児童相談所が市内に設置されているため見直しは必要ないと考えているが、今後市部での児童相談所の設置などがすすむようになれ
ば、近隣市と共同での児童相談所の設置などを検討する必要があり、その際には現在の児相の管轄市とは違う自治体との共同設置を検討することに
なるのではないかと思う。

多摩市は市内に児童相談所があるため、連絡調整及び児相への援助要請にも迅速に対応していただけている。加えて児相のブロック会議への参加も
しやすく、児相の対応スキルを子家センターのスタッフが体感できる機会も多いと感じている。

稲城市 なし
※太字市町村は、現在の児童相談所設置市町村

児童相談所 管轄区域見直しの必要性
管轄区域に関する意見
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３－４ 児童相談所ごとの管轄区域 直しに向けた課題 

これまでの整理結果を踏まえて、管轄区域の 直しに向けた必要性や課題について整理する。 
 

① 川児童相談所 
・ 川児童相談所は、管轄人口が約 75 万人と全国平均レベル（約 60 万人）を超過してい

るものの、中 期的には、約 60 万人規模になってくるものと想定される。 
・一方で、管轄自治体数は、多摩地域の児童相談所で最も多い 11 自治体（7 市 3 町 1 村）

となっており、管轄エリアが非常に大きくなっている。 
・そのため、 川児童相談所から 多摩エリアへの移動では、1 時間以上を要する自治体

もあり、緊急時の対応、通所指導等の連携等の面で課題が大きいものと考えられる。 
・また、管轄内の警察署は 5 署となっており、児童虐待相談対応件数が増加している中で

は、関係機関との連携強化の面においても課題が大きいものと考えられる。 
・そのため、管轄エリア内の移動利便性の改善、 治体、警察署数の削減等による職員の

負荷低減等の観点も踏まえた再編の必要性が高いと考えられる。 
 
 

②杉並児童相談所 
・杉並児童相談所は、杉並区、中野区、三鷹市、武蔵野市の 2 区 2 市を管轄していたが、

平成 28 年 5 月の児童福祉法改正を受けて、中野区については、既に中野区児童相談所
が開設され、令和 4 年 4  以降、杉並児童相談所の管轄から分離されている。 

・また、現在児童相談所が 地している杉並区についても令和 8 年度からの区 児童相談
所開設に向けて検討が進められている。 

・三鷹市、武蔵野市の多摩地域の既存児童相談所への移管にあたっては、所轄署、人口規
模等を踏まえると、2 市を一体にした形で新設するか、既存の児童相談所の管内で分割
する場合には、1 市ずつ 平、 川等の児童相談所へ管轄替えすることになる。 

・当該 2 市は、将来的にも人口がほとんど減らないことや、既存の児童相談所への交通事
情等を踏まえると、児童相談所を新設することが望ましいと考えられる。 

 
 

③小平児童相談所 
・小平児童相談所は、管轄人口が約 116 万人と厚 労働省の参酌基準を超過しており、中

 期的にみても管轄  は 100 万人を下回らないと想定されることから、早期に 直し
ていく必要性が高いと考えられる。 

・管轄自治体数も、多摩地域の児童相談所で 2 番目に多い 9 自治体（9 市）となっており、
管轄エリアが非常に大きくなっている。 

・また、 平児童相談所管内の 治体は、東 に く広がっており、武蔵村山市等小平児
童相談所からの移動にかかる所要時間が 40 分以上要する自治体もあり、緊急時の対応、
通所指導等の連携等の面で課題が大きいものと考えられる。 
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・一方、管轄内の警察署は 5 署となっており、小平児童相談所管内の特徴として、複数自
治体を管轄する警察署が多いことから、再編の際には、これらの管轄に留意した再編が
必要になると考えられる。 

・これらのことから、 平児童相談所の管轄区域の 直しでは、警察署管轄毎の市町村の
グルーピングを踏まえて、管轄人口抑制等の面の再編の必要性が高いと考えられる。 

 
 

④八王子児童相談所 
・八王子児童相談所は、管轄人口が約 120 万人と厚 労働省の参酌基準を超過しており、

中 期的にみても管轄  は 100 万人を下回らないと想定されることから小平児童相談
所と同様に、早期に 直していく必要性が いと考えられる。 

・ 王 児童相談所については、 平児童相談所とは異なり、管轄自治体数が 3 自治体と
多くないが、警察署については、八王子市内が 3 署に分かれることなどから 5 署となっ
ており、小平児童相談所等と同数となっている。 

・また、八王子児童相談所から町田市への移動等では、隣接市であるものの 40 分以上を要
するため、緊急時の対応、通所指導等の連携等の面で課題が大きいものと考えられる。 

・これらのことから、 王 児童相談所の管轄区域の 直しでは、管轄人口の全国平均で
ある約 60 万人にほぼ近しい人口規模を有する八王子市に単独の児童相談所とする等、管
轄  規模や移動時間の で再編を っていく必要性が いと考えられる。 

 
 

⑤多摩児童相談所 
・多摩児童相談所は、管轄人口が約 83 万人と全国平均レベル（約 60 万人）を超過してお

り、中 期的には、約 78 万人規模で推移するものと想定される。 
・  で、管轄 治体が京王線、  急線沿線に位置しており、 較的移動利便性は い

ことから、児童相談所から各自治体までの所要時間は、他の児童相談所と比較した場合
には、課題は少ないものと考えられる。 

・また、警察署についても 3 署と他の児童相談所と比較して少なくなっている。 
・このため、多摩児童相談所の管轄 直しについては、多摩地域全体の  と児童相談所

設置数から、管轄人口の抑制・平準化に向けた 直しを うことが必要と考えられるが、
多摩地域のその他の児童相談所と比較すると、関係機関との連携や管轄自治体への移動
にかかる所要時間等の観点からの 直しの必要性は くない。 

 
 

これらの整理を踏まえると、管轄  を参酌基準未満に抑制する観点のほか、管轄自治体との
連携に向けた移動所要時間の低減や管轄自治体数や関係警察署数の低減・平準化等の観点から、
児童相談所の新設を い、管轄区域の 直しを っていくことが必要と考えられる。 
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３－５ 児童相談所の管轄区域案と施設の適正配置案 

これまでの整理結果を踏まえて、以下の視点から管轄区域の再編を検討する。 
 
（１）児童相談所の再編の必要性 

児童相談所の再編の必要性については、以下の通りとなる。 
 

①２か所の児童相談所で管轄人口が 100 万人を超過している。 
・児童相談所設置の基準を定める政令が改正され、令和５年４ １ 施 予定となってい

る。改正令では、児童相談所の設置基準として、管轄  を「基本としておおむね 50
万人以下」とすることとされており、管轄人口が 100 万人を超過する地域では、積極的
な管轄の 直しを要請されている。 

・多摩地域における児童相談所では、小平、八王子の両児童相談所において、管轄人口が
100 万人を超過しており、人口動態をみても、将来にわたって、100 万人を超過すると
想定されることから、これらの再編は必須となっている。 

 
②児童相談所までの所要時間が 1 時間以上かかる市町村が存在している。 

・児童相談所における緊急的な対応のほか、管轄市町村との密接な連携や児童相談所への
来訪、職員の移動に要する負荷等を考慮する場合、管轄市町村と児童相談所との間の所
要時間が くなっている市町村がある。 

・ 多摩エリア等においては、 川児童相談所が最寄りではあるものの、所要時間が く
なっており、これらの解消が必要となっている。 

 
③管轄する市町村が多い児童相談所が存在する。 

・児童虐待の相談対応件数が増加している状況において、各児童相談所が対応すべき市町
村、警察署等の関係機関の増加が職員の対応の負荷を増大する一因となっていると考え
られることから、 川、 平の両児童相談所等において、管轄する市町村数や関係する
警察署数の適正化が求められている。 
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（２）児童相談所の再編の考え方 
児童相談所の再編の必要性を受けて、管轄区域の 直しにあたっては、改正令の参酌基準等を

踏まえ、以下の条件をもとに再編の検討を う。 
 

①管轄人口を 100 万人未満とする。 
・児童相談所設置の基準を定める政令を踏まえ、管轄  が 100 万人を超過する児童相談

所は、管轄を分割・再編し、管轄人口を 100 万人未満とする。 
 

②1 つの市町村を分割した管轄の設定は わない。 
・児童相談所設置の基準を定める政令を踏まえ、市町村を分割する管轄区域は設定しない

ものとする。 
 

③関係機関の管轄区域と整合を図る。 
・関係機関との密接な連携の必要性から、警察署の管轄エリアを複数の児童相談所の管轄

に分割しないよう考慮するものとする。 
・また、保健所の管轄についてもエリア分けの参考とする。 
 

④各市町村へのアクセス時間の短縮を図る。 
・ 多摩エリア等の児童相談所と管轄市町村との所要時間が 時間を要する区域について

は、管轄区域の再編、 直しを うものとして、アクセス時間の短縮が図られるように
留意する。 
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（３）児童相談所毎の再編（案） 
上記の設定をもとに、児童相談所の管轄区域の再編（案）を提案する。 

 
① 川児童相談所 

・ 川児童相談所については、管轄 治体数が多いこと、 多摩エリアへの所要時間が 
いことから、 多摩エリアを分離して、児童相談所を新設することで、管轄 治体数を
減らすとともに、管轄自治体へのアクセス性の改善を図る。 

・なお、 多摩エリアの児童相談所については、公共交通機関や関係 政機関の 地等を
考慮し、福生市  村市  梅市のＪＲ 梅線沿線への 地が想定される。 

 
  ◎（仮称） 多摩児童相談所（新設・移管） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：8 市町村（管轄人口：約 379 千人） 

 梅市、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多摩町 
    関連警察署数：3 警察署 
      梅署、五 市署、福 署 
 
・ 川児童相談所については、 多摩エリアの分割を受けて、他の児童相談所の再編に合

わせた管轄区域の再設定を う。 
 
  ◎ 川児童相談所（既設・存置） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：3 市町村（管轄人口：約 375 千人） 

 川市、昭島市、国 市 
    関連警察署数：2 警察署 
      川署、昭島署 

 
 
②杉並児童相談所 

・杉並児童相談所管轄の三鷹市、武蔵野市については、これまでの中央線沿線での管轄区
域分けであったこと、地域の南北への移動がバスとなることから、中央線沿線での再編
を基本とする。 
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③小平児童相談所 
・小平児童相談所については、管轄人口が 100 万人を超過していることから、分割・再編

を うこととする。 
・ 平児童相談所から各市町村への移動時間をみると、武蔵村 市へのアクセス時間が 

くなっていることから、武蔵村山市を他へ移管することとして、所轄警察署が同一の東
大和市を合わせて移管するものとする。 

・上記の移管をしたとしても管轄人口が 100 万人を超過していること、また、小平児童相
談所が 武新宿線沿線に 地していることを考慮し、  井署管内となるＪＲ中央線沿
線の  井市、国分寺市を分割するものとする。 

・これにより、小平児童相談所の管轄を多摩小平保健所の管轄と同一にすることもできる
ことから、施設 地、連携 で有効であると想定される。 

・なお、  井市、国分寺市の分割により、杉並児童相談所管轄の三鷹市、武蔵野市と合
わせて、児童相談所の新設を うことを想定する。 

 この場合の児童相談所の設置位置については、関係 4 市からの移動利便性等を考慮して
決めることが想定される。 

 
  ◎小平児童相談所（既設・存置） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：5 市町村（管轄人口：約 749 千人） 

 平市、東村 市、清瀬市、東久留 市、 東京市 
    関連警察署数：3 警察署 
     田無署、小平署、東村山署 
 
  ◎（仮称）多摩中部児童相談所（新設・移管） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：4 市町村（管轄人口：約 601 千人） 

武蔵野市、三鷹市、  井市、国分寺市 
    関連警察署数：3 警察署 
       井署、武蔵野署、三鷹署 
 
・また、移動利便性及び多摩都市モノレール延伸計画等を踏まえ、武蔵村山市、東大和市

については、 川児童相談所の管轄に移管することを基本とする。 
 
  ◎ 川児童相談所（既設・移管） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：2 市町村（管轄人口：約 155 千人） 

東大和市、武蔵村山市 
    関連警察署数：1 警察署 
     東大和署 
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④八王子児童相談所 
・八王子児童相談所については、管轄人口が 100 万人を超過していることから、分割・再

編を うこととする。 
・八王子児童相談所管内では、八王子市のみで管轄人口が約 579 千人かつ面積が広大であ

ることから、八王子市を 1 市で独 させることとする。 
・この場合、町田市については、多摩児童相談所への移管も想定されるが、町田市の人口

規模（約 431 千人）及び面積を踏まえると、多摩児童相談所の管轄人口が 100 万人を超
過し、管轄区域が広大となることから、町田市についても、単独で設置することを基本
とする。 

・日野市については、八王子児童相談所より 川児童相談所が最寄りであること、多摩児
童相談所の管轄人口が大きいことから、 川児童相談所へ移管することを基本とする。 

 
  ◎八王子児童相談所（既設・存置） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：1 市町村（管轄人口：約 579 千人） 

八王子市 
    関連警察署数：3 警察署 
     八王子署、高尾署、南大沢署 
 
  ◎ 川児童相談所（既設・移管） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：1 市町村（管轄人口：約 190 千人） 

日野市 
    関連警察署数：1 警察署 
     日野署 
 
  ◎（仮称）町田児童相談所（新設・移管） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：1 市町村（管轄人口：約 431 千人） 

町田市 
    関連警察署数：1 警察署 
     町田署（一部、南大沢署） 
 
・なお、町田市の児童相談所新設にあたっては、町田市の公共交通網が、小田急線とＪＲ

横浜線の乗り れる町 駅中 に形成されていることから、町 駅周辺への 地が想定
される。 

・その他、町 駅から少し離れた場所として、多くのバス路線が設定されているＪＲ横浜
線古淵駅周辺（駅の 地は相模原市）や、多摩市  へのバス路線が発着する  急線
鶴川駅周辺等への 地が想定される。 
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⑤多摩児童相談所 
・多摩児童相談所については、管轄人口が約 83 万人となっており、中 期的には 78 万人

程度になっていくものと想定される。 
・多摩児童相談所管内の市町村は、京王線、  急線等での移動利便性が 較的 いこと

から、現在の管轄を維持することを基本とする。 
・今後、児童虐待相談対応件数が著しく増加した場合や人口動態の状況により児童相談所

の業務がひっ迫した場合、多摩児童相談所の 朽化対策が必要となった場合等には、中
 期的には、多摩児童相談所の設置場所等を 直すことが想定される。 

 
 
  ◎多摩児童相談所（既設・存置） 
   管轄区域 
    管轄市町村数：5 市町村（管轄人口：約 830 千人） 

府中市、調布市、狛江市、多摩市、稲城市 
    関連警察署数：3 警察署 
     府中署、調布署、多摩中央署 
 
 
 

（４）その他 
多摩地域の児童相談所の再編にあたっては、現在、都内一時保護所が恒常的に定員を超過して

いる状況であることや、相談部門と保護部門が一体的となったきめ細やかなケースワークを推進
するため、新たに設置する児童相談所については、一時保護所の併設を検討する必要がある。 
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（５）児童相談所毎の再編（案）のとりまとめ 
上記の設定をもとに、児童相談所の管轄区域の再編（案）をとりまとめると以下のようになる。 

 
表３-４ 多摩地域の児童相談所の管轄区域（再編案） 

No 児 童 
相談所 管轄区域 警察署 

管轄人口
（人） 

（2020 年） 

1  川  川市、昭島市、国 市、 
東大和市、武蔵村山市、日野市 

昭島署、 川署、 
東大和署、日野署 719,825 

2  多摩 
（新） 

 梅市、福 市、 村市、あきる野市、
瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多摩町 

 梅署、五 市署 
福生署 379,043 

3 小平 小平市、東村山市、清瀬市、 
東久留 市、 東京市 

田無署、小平署、 
東村山署 749,421 

4 多摩中部 
（新） 

武蔵野市、三鷹市、 
  井市、国分寺市 

  井署、武蔵野署、 
三鷹署 600,856 

5 八王子 八王子市 八王子署、高尾署、 
南大沢署 579,355 

6 町田 
（新） 町田市 町田署（南大沢署） 431,079 

7 多摩 府中市、調布市、狛江市、 
多摩市、稲城市 

府中署、調布署、 
多摩中央署 830,278 

合計 30 市町村 20 警察署 4,289,857 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-５ 多摩地域の児童相談所の管轄区域（再編案） 児童相談所（再編）
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表３-５ 多摩地域の児童相談所の管轄区域（再編案） 

管轄市町村 立川 小平 多摩中部 八王子 町田 多摩
立川

立川市 ◎
◎

昭島市 ◎
国立市 ◎
福生市 ◎
羽村市 ◎

あきる野市 ◎
瑞穂町 ◎

日の出町 ◎
檜原村 ◎

奥多摩町 ◎
杉並

武蔵野市 ◎
三鷹市 ◎

小平
小金井市 ◎
小平市 ◎

東村山市 ◎
国分寺市 ◎
東大和市 ◎
清瀬市 ◎

東久留米市 ◎
武蔵村山市 ◎

◎
八王子

八王子市 ◎
町田市 ◎
日野市 ◎

多摩
府中市 ◎
調布市 ◎
狛江市 ◎
多摩市 ◎
稲城市 ◎

※太字市町村は、現在の児童相談所設置市町村

6 8 5 4 1 1 5
管轄人口 2020 719,825 379,043 749,421 600,856 579,355 431,079 830,278
（人） 2050 669,324 276,823 706,290 586,858 472,908 374,430 783,237

児童相談所 児童相談所

自治体数（箇所）

 

 
 
 
 
 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考資料】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 



 

45 
 

 
参考資料 児童福祉法及び児童福祉法施行令等の改正に関する法律及び通知 

 
児童福祉法の改正等に関する法律及び国の通知について、以下に整理する。 

 
令和元年 6 月 26 日法律第 46 号 
児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の 部を改正する法律 

 
府共第 98 号 子発 0626 第 1 号 令和元年 6 月 26 日 
児童虐待防 対策の強化を図るための児童福祉法等の 部を改正する法律の公布について 

 
府共第 245 号 子発 0331 第２号 令和２年３ 31 日 
児童虐待防 対策の強化を図るための児童福祉法等の 部を改正する法律の施 について 

 
令和３年７ 21 日政令第 209 号 
児童福祉法施 令及び地  治法施 令の 部を改正する政令 

 
子発 0721 第２号 令和３年７ 21 日 
「児童福祉法施 令及び地  治法施 令の 部を改正する政令」の公布について（通知） 
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令和元年 6月 26 日法律第 46 号 

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律 

（児童福祉法の一部改正） 

第一条 児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)の一部を次のように改正する。 

第八条第一項中「第八項」を「第九項」に改め、同条第六項の次に次の一項を加える。 

児童福祉審議会は、前項の規定により意見を聴く場合においては、意見を述べる者の心

身の状況、その者の置かれている環境その他の状況に配慮しなければならない。 

第十条に次の一項を加える。 

国は、市町村における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を行う 

ように努めなければならない。 

第十一条第一項第二号中トをチとし、ヘをトとし、ホの次に次のように加える。 

ヘ 児童の権利の保護の観点から、一時保護の解除後の家庭その他の環境の調整、当該

児童の状況の把握その他の措置により当該児童の安全を確保すること。 

第十一条第二項中「対し、」の下に「体制の整備その他の措置について」を加え、同条第

四項中「第一項第二号へ」を「第一項第二号ト」に改め、同条に次の二項を加える。 

都道府県は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制の整備に努めるととも

に、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

国は、都道府県における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を行うよ

うに努めなければならない。 

第十二条に次の二項を加える。 

都道府県知事は、第二項に規定する業務の質の評価を行うことその他必要な措置を講ず

ることにより、当該業務の質の向上に努めなければならない。 

国は、前項の措置を援助するために、児童相談所の業務の質の適切な評価の実施に資す

るための措置を講ずるよう努めなければならない。 

第十二条の三第二項中第五号を第七号とし、第四号を第六号とし、第三号の次に次の二号

を加える。 

四 精神保健福祉士 

五 公認心理師 

第十二条の三第五項中「又はこれに準ずる資格を有する者が」を「若しくはこれに準ずる

資格を有する者又は同項第五号に該当する者が」に改め、同条第六項第一号中「又は同項第

二号に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者」を「、同項第二号に該当する者若

しくはこれに準ずる資格を有する者又は同項第五号に該当する者」に改め、同条に次の一項

を加える。 
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前項第一号に規定する指導をつかさどる所員の数は、政令で定める基準を標準として都

道府県が定めるものとする。 

第十三条第二項中「数は、」の下に「各児童相談所の管轄区域内の人口、児童虐待の防止

等に関する法律(平成十二年法律第八十二号)第二条に規定する児童虐待(以下単に「児童虐

待」という。)に係る相談に応じた件数、第二十七条第一項第三号の規定による里親への委

託の状況及び市町村におけるこの法律による事務の実施状況その他の条件を総合的に勘案

して」を加え、同条第三項中第六号を第八号とし、第五号を第七号とし、第四号の次に次の

二号を加える。 

五 精神保健福祉士 

六 公認心理師 

第十三条第五項中「他の児童福祉司が前項の職務を行うため必要な専門的技術に関する指

導及び教育を行う児童福祉司」を「指導教育担当児童福祉司」に改め、同条第六項中「前項

の指導及び教育を行う児童福祉司」を「指導教育担当児童福祉司」に改め、同条第四項の次

に次の一項を加える。 

児童福祉司の中には、他の児童福祉司が前項の職務を行うため必要な専門的技術に関す

る指導及び教育を行う児童福祉司(次項及び第七項において「指導教育担当児童福祉司」

という。)が含まれなければならない。 

第二十一条の十の二第一項中「（平成十二年法律第八十二号）」を削る。 

第二十五条の三に次の一項を加える。 

関係機関等は、前項の規定に基づき、協議会から資料又は情報の提供、意見の開陳その

他必要な協力の求めがあつた場合には、これに応ずるよう努めなければならない。 

第三十三条の二第二項に次のただし書を加える。 

ただし、体罰を加えることはできない。 

第三十三条の十二第二項中「児童虐待の防止等に関する法律第二条に規定する」を削り、

「同法」を「児童虐待の防止等に関する法律」に改める。 

第三十四条の二十第一項第四号中「児童虐待の防止等に関する法律第二条に規定する」を

削る。 

第四十七条第三項に次のただし書を加える。 

ただし、体罰を加えることはできない。 

第二条 児童福祉法の一部を次のように改正する。 

第十二条第三項中「のうち」の下に「第二十八条第一項各号に掲げる措置を採ることその

他の」を加え、「ものを」を「ものについて、常時弁護士による助言又は指導の下で」に、「こ

との重要性に鑑み」を「ため」に改め、同条第四項及び第六項中「第二項」を「第三項」に

改め、同条第一項の次に次の一項を加える。 
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児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件について政

令で定める基準を参酌して都道府県が定めるものとする。 

第十二条の三第六項中「指導を」を「心理に関する専門的な知識及び技術を必要とする指

導を」に、「次の各号に掲げる指導の区分に応じ、当該各号に定める者」を「第二項第一号

に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者、同項第二号に該当する者若しくはこれ

に準ずる資格を有する者又は同項第五号に該当する者」に改め、同項各号を削り、同条第七

項中「前項第一号」を「前項」に改め、同条に次の一項を加える。 

児童の健康及び心身の発達に関する専門的な知識及び技術を必要とする指導をつかさ

どる所員の中には、医師及び保健師が、それぞれ一人以上含まれなければならない。 

第十二条の五中「児童相談所の管轄区域」を「当該都道府県内の児童相談所を援助する中

央児童相談所の指定」に改める。 

第十三条第三項第二号中「以上」の下に「相談援助業務(」を、「業務」の下に「をいう。

第七号において同じ。)」を加え、同項第七号中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に改

め、同条第六項中「者」の下に「であつて、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の課

程を修了したもの」を加える。 

（児童虐待の防止等に関する法律の一部改正） 

第三条 児童虐待の防止等に関する法律(平成十二年法律第八十二号)の一部を次のように改

正する。 

第四条第一項中「相互間」の下に「又は関係地方公共団体相互間、市町村、児童相談所、

福祉事務所、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成十三年法律第

三十一号)第三条第一項に規定する配偶者暴力相談支援センター(次条第一項において単に

「配偶者暴力相談支援センター」という。)、学校及び医療機関の間」を加え、同条中第七

項を第八項とし、第六項を第七項とし、第五項の次に次の一項を加える。 

６ 児童相談所の所長は、児童虐待を受けた児童が住所又は居所を当該児童相談所の管轄区

域外に移転する場合においては、当該児童の家庭環境その他の環境の変化による影響に鑑

み、当該児童及び当該児童虐待を行った保護者について、その移転の前後において指導、

助言その他の必要な支援が切れ目なく行われるよう、移転先の住所又は居所を管轄する児

童相談所の所長に対し、速やかに必要な情報の提供を行うものとする。この場合において、

当該情報の提供を受けた児童相談所長は、児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第

二十五条の二第一項に規定する要保護児童対策地域協議会が速やかに当該情報の交換を

行うことができるための措置その他の緊密な連携を図るために必要な措置を講ずるもの

とする。 

第五条第一項中「病院」の下に「、都道府県警察、婦人相談所、教育委員会、配偶者暴力

相談支援センター」を、「弁護士」の下に「、警察官、婦人相談員」を加え、同条中第三項
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を第五項とし、第二項の次に次の二項を加える。 

３ 第一項に規定する者は、正当な理由がなく、その職務に関して知り得た児童虐待を受け

たと思われる児童に関する秘密を漏らしてはならない。 

４ 前項の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第二項の規定による国及び地方公

共団体の施策に協力するように努める義務の遵守を妨げるものと解釈してはならない。 

第六条第二項中「(昭和二十二年法律第百六十四号)」を削る。 

第十一条第五項中「第三項」を「第四項」に改め、同項を同条第六項とし、同条第一項か

ら第四項までを一項ずつ繰り下げ、同条に第一項として次の一項を加える。 

都道府県知事又は児童相談所長は、児童虐待を行った保護者について児童福祉法第二十

七条第一項第二号又は第二十六条第一項第二号の規定により指導を行う場合は、当該保護

者について、児童虐待の再発を防止するため、医学的又は心理学的知見に基づく指導を行

うよう努めるものとする。 

第十一条に次の一項を加える。 

７ 都道府県は、保護者への指導(第二項の指導及び児童虐待を行った保護者に対する児童

福祉法第十一条第一項第二号ニの規定による指導をいう。以下この項において同じ。)を

効果的に行うため、同法第十三条第五項に規定する指導教育担当児童福祉司に同項に規定

する指導及び教育のほか保護者への指導を行う者に対する専門的技術に関する指導及び

教育を行わせるとともに、第八条の二第一項の規定による調査若しくは質問、第九条第一

項の規定による立入り及び調査若しくは質問、第九条の二第一項の規定による調査若しく

は質問、第九条の三第一項の規定による臨検若しくは捜索又は同条第二項の規定による調

査若しくは質問をした児童の福祉に関する事務に従事する職員並びに同法第三十三条第

一項又は第二項の規定による児童の一時保護を行った児童福祉司以外の者に当該児童に

係る保護者への指導を行わせることその他の必要な措置を講じなければならない。 

第十三条第一項中「見込まれる効果」の下に「、当該児童の家庭環境」を加え、同条第四

項中「者は」の下に「、正当な理由がなく」を加える。 

第十四条第一項中「際して、」の下に「体罰を加えることその他」を加え、「超えて」を「超

える行為により」に改める。 

第十六条第一項中「第三項まで及び第五項」を「第四項まで及び第六項」に改め、同条第

二項中「第十一条第四項」を「第十一条第五項」に改める。 

（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正） 

第四条 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一

号）の一部を次のように改正する。 

第三条第三項第三号中「及び第八条の三」を「、第八条の三及び第九条」に改める。 

第九条中「福祉事務所等」を「福祉事務所、児童相談所その他の」に改める。 
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附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

二 第二条(次号に掲げる規定を除く。)の規定並びに次条及び附則第三条の規定 令和四年

四月一日 

三 第二条中児童福祉法第十二条の改正規定（同条第四項及び第六項に係る部分並びに同条

第一項の次に一項を加える部分に限る。）及び同法第十二条の五の改正規定 令和五年四

月一日 

(児童福祉司に関する経過措置) 

第二条 前条第二号に掲げる規定の施行の際現に任用されている児童福祉司は、第二条の規定

による改正後の児童福祉法（次条において「新法」という。）第十三条第三項の規定により

任用された児童福祉司とみなす。 

（指導教育担当児童福祉司に関する経過措置） 

第三条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行前に実施された第二条の規定による改正前の

児童福祉法第十三条第九項(第一条の規定による改正前にあっては、同条の規定による改正

前の児童福祉法第十三条第八項)に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修(厚

生労働大臣が定めるものに限る。)は、同号に掲げる規定の施行後は、新法第十三条第六項

に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修とみなす。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で 

定める。 

（調整規定） 

第五条 この法律の施行の日が民法等の一部を改正する法律（令和元年法律第三十四号）の施

行の日前である場合には、同法第三条のうち児童福祉法第十一条第一項第二号トの改正規定

中「第十一条第一項第二号ト」とあるのは、「第十一条第一項第二号チ」とする。 

（児童福祉司の数の基準に関する見直し） 

第六条 第一条の規定による改正後の児童福祉法第十三条第二項に規定する政令で定める基

準については、児童福祉司の数に対する児童虐待の防止等に関する法律第二条に規定する児

童虐待（次条第八項及び第九項において単に「児童虐待」という。）に係る相談に応ずる件

数が過重なものとならないよう、必要な見直しが行われるものとする。 

（検討等） 

第七条 政府は、速やかに、児童相談所の職員の処遇の改善に資するための措置、児童福祉法
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第十二条の四に規定する児童を一時保護する施設及び同法第三十三条第一項又は第二項の

委託を受けて一時保護を行う者の量的拡充に係る方策、当該施設又は当該者が行う一時保護

の質的向上に係る方策その他の児童相談所の体制の強化に対する国の支援その他の措置の

在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、この法律の施行後一年を目途として、児童福祉法第六条の三第八項に規定する要

保護児童を適切に保護するために都道府県及び児童相談所が採る一時保護その他の措置に

係る手続の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

３ 政府は、この法律の施行後一年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、児童の

福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とする支援を行う者についての資格の在り方その

他当該者についての必要な資質の向上を図るための方策について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

４ 政府は、この法律の施行後二年を目途として、児童の保護及び支援に当たって、児童の意

見を聴く機会及び児童が自ら意見を述べることができる機会の確保、当該機会における児童

を支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護する仕組みの構築その他の児童の意見が尊重さ

れ、その最善の利益が優先して考慮されるための措置の在り方について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

５ 政府は、この法律の施行後二年を目途として、民法（明治二十九年法律第八十九号）第八

百二十二条の規定の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

６ 政府は、この法律の施行後五年間を目途として、児童相談所及び児童福祉法第十二条の四

に規定する児童を一時保護する施設（以下この項及び第八項において「児童相談所等」とい

う。）の整備の状況、児童福祉司その他の児童相談所の職員の確保の状況等を勘案し、地方

自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の二十二第一項の中核市及び特別区

が児童相談所を設置することができるよう、児童相談所等の整備並びに職員の確保及び育成

の支援その他必要な措置を講ずるものとする。 

７ 政府は、前項の支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の関係団体との連携

を図るものとする。 

８ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、第六項の支援その他必要な措置の実施状況、

児童相談所の設置状況及び児童虐待をめぐる状況等を勘案し、児童相談所等の整備並びに職

員の確保及び育成の支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 

９ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の児童福祉法及び児

童虐待の防止等に関する法律の規定の施行の状況を勘案し、児童虐待の予防及び早期発見の

ための方策、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援並びに保護者に対する指導及び支
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援の在り方その他の児童虐待の防止等に関する施策の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条第

一項に規定する配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定に

よる命令の申立てをすることができる同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者

の地域社会における更生のための指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（少年法の一部改正） 

第九条 少年法(昭和二十三年法律第百六十八号)の一部を次のように改正する。 

第十六条第一項中「第十二条の三第二項第四号」を「第十二条の三第二項第六号」に改め

る。 

内閣総理大臣 安倍 晋三 

法務大臣   山下 貴司 

厚生労働大臣 根本  匠 
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令和 3年７月 21 日政令第 209 号 

児童福祉法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令（厚生労働省） 

一 児童福祉法施行令の一部改正関係 

 児童相談所の管轄区域に関する基準は、次のとおりとすることとした。（第一条の三関係） 

 １ 一又は二以上の市町村の区域であって、児童相談所と市町村及び学校、医療機関その他

関係機関とが相互に緊密な連携を図ることができるよう、管轄区域内の主要な関係機関等

の利用者の居住する地域を考慮したものであること。 

 ２ 児童相談所が児童虐待の予防及び早期発見並びに児童及びその家庭につき専門的な知

識及び技術を必要とする支援を適切に行うことができるよう、管轄区域における人口が、

基本としておおむね五〇万人以下であること。 

 ３ 管轄区域における交通事情からみて、要保護児童の通告を受けた場合その他緊急の必要

がある場合において、速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行う上で支障

がないこと。 

二 地方自治法施行令の一部改正関係 

  指定都市が処理する児童福祉に関する事務について、所要の読替規定の整備を行うことと

した。（第一七四条の二六第七項関係） 

三 施行期日 

  この政令は、令和五年四月一日から施行することとした。 
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